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　前記国基本計画の記載をまとめると、設置・運営の主体についての考え方は、次のように
整理できます。

〇�自治体が設置することの意義は下記のとおり。ただし、これらを踏まえたうえで

の委託の検討もありうる。

ア　業務が市町村の福祉部局が有する個人情報を基に行われること

イ　首長申立等の市町村権限を適切に発揮する必要性があること

ウ　行政や地域の幅広い関係者を巻き込んでの連携を調整する必要性があること

エ�　業務の中立性・公正性の確保に留意しつつ、専門的業務に継続的に対応す

る能力を有すること

〇�既に「成年後見支援センター」等を設置している地域においては、そうした機関

を活用すること等を含め、既存の資源の活用を図ることも可能。

〇上記ア・イについては、自治体固有の事項と想定されることから、

・委託の場合は、ウ・エの条件を満たす団体であることが条件であり、かつ

・�業務内容については、ア・イの機能の適切な行使を含め、自治体の責任ある

関与が必須となる。

〇�広域設置の場合の複数の自治体による共同委託、或いは自治体がある機能を担い

一部機能を外部委託するなど、部分的な機能の切り分けも考えられる。

　特に、アについては、中核機関が家庭裁判所との間で個人情報の共有を行うためには、公
的機関であるとの位置付けが不可欠であり、市町村直営か委託の形で市町村の責任において
個人情報の管理を行うことが必要となります。
　上記を踏まえると、「直営か委託か」、「単独設置か広域での設置か」によって以下のよう
な組合せが想定されますが、仮に委託の場合であっても、市町村が設置主体として責任を
持って取組むことが求められます。（⇒各タイプの具体的事例については P.40 参照）

・単独・直営のケース	 ・単独・社協等への委託のケース

・広域・社協等への委託のケース	 ・広域・NPO等の新たな組織新設のケース

何をもって「中核機関」の設置と捉えるのか？
　「全国どこに住んでいても権利擁護支援が届くような体制を整える」と言う点からみる
と、まずは一刻も早く中核機関等の体制整備を進めることが急務となっていることから、
ここでは中核機関は、必ずしも条例や計画に位置付けられていなくともよい、ある種「小
さく生んで大きく育てる」という考え方をとります。
　その場合、Ⅱ章で示したような望ましい機能から見て、どこが不十分、あるいは今後ど
のような点について強化が必要で、どのようにそれらの機能を高めていくのか、という点
についての自己点検や第三者による評価の仕組み等があることが望ましいと言えます。
　一方、事業の着実な進展という側面から考えると、中核機関等の設置と同時並行で市
町村計画等を策定し、その計画の中で中核機関等の設置を謳っていくことが効果的とも
いえます。

 ヒント！


